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もう一つのシカゴ大学実験学校としての
NKO
－シカゴ大学チャータースクールの研究：ノート１－
法政大学キャリアデザイン学部　教授 　高野　良一
０．研究の対象と視点
　本稿は、「シカゴ大学チャータースクール（UCCS、University of Chicago 
Charter School）」に関する最初の研究ノート（以下、「ノート１」）である。
UCCSとは、米国の有力私立大学であるシカゴ大学が設立し、その附属研究所
である「学校改善研究センター（CSI, Center for School Improvement）」が管
理運営するチャータースクールである。2008年以降は４キャンパス体制
（UCCS Network）で教育研究活動を展開しており、CSIも同（2008）年にUEI
（Urban Education Institute）に改組されている。
　このうち「ノート１」が検討対象にする事例は、NKO（North Kenwood/
Oakland Charter School）と通称される学校である。同校は1997年に設置申請
され、申請時の登録名称は「ノースケンウッド・チャータースクール（North 
Kenwood Charter School）」である。筆者は、NKOをはじめUCCSを、現代に
おける“もう一つ”のシカゴ大学の実験学校と見なす。先代のそれは、いうまで
もなく「デューイ実験学校」であり、後に第１と第２の研究視点を述べる際
に、これについても言及したい。
　さて、チャータースクールとは、アメリカにおいて論争を巻き起こしてきた
公立学校制度である。1990年代初頭にミネソタ州で最初のチャータースクール
が開校して以来、2018年現在、全米44州に7,000校、生徒数が300万人を数える
までに成長した（但し、公立学校総数の８％程度）。この学校制度を支持する
研究センター（CER）は、2018年全米調査の「まとめ」において、こうチャー
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タースクールの利点を述べる。
　「チャータースクールは全国的に、他の学区運営の公立学校よりも、マイノ
リティで経済的に不利な生徒にサービスを提供している」。また、「2005年の調
査研究では、郊外学区の中産階層でマイノリティでない生徒の学力平均と、シ
カゴ市の貧困でマイノリティの生徒の平均との学力格差に比べて、シカゴのミ
ドルスクール学年のチャータースクールでは、その格差はその半分に過ぎな
い」（CER, p.4）、と。
　チャータースクールが誰に何のために役立っているかは、以上の如き統計的
な実績も援用しながら米国では激しく議論されてきた。そうした量をめぐる論
争にも一定の意味はあろうが、筆者の関心は、チャータースクールが公立学校
の組織とその生徒の資質能力の質を革新しうる学校制度なのかどうか見極める
ことにある。それゆえ、次のように即断して、チャータースクールを拒絶する
立場には与しない。
　大手チャータースクールチェーン－KIPPなどCMO（チャーター・マネジメ
ント・オーガニゼーション）と総称される－は、「テスト至上主義、効率化の
徹底追求、学習スタンダード、ゼロトレランスを組み合わせたスパルタ教育
で、主にアフリカ系やラテン系アメリカ人の貧しい家庭の子を大量に大学に送
ることで成功をおさめてきた」（鈴木他p.84）。
　この著者がいう「ゼロトレランス」なる生徒指導が、新手の管理教育として
日本に安直にコピーされることへの批判は傾聴に値する。しかし、KIPPなど
の「ノー・エクスキューズ」学校を、その社会的文脈を切り離し、また教育指
導の全体を見ずに性急に拒絶すれば、なぜ大学進学で多数の成功を収める成果
を生み出しているのかも、冷静に見極められなくなる（チェスター ・フィン
は近著で、その功罪を冷静に論じている。Finn2016、11章参照）。
　つまり、筆者の関心や立場は、チャータースクールを「万能薬」か「毒薬」
かと言い争うことではなく、問題を抱えた公立学校を革新する「良薬」となし
うるものか、その可能性を探ることだ。これがNKOなどのUCCSを検討する第
１の視点となる。チャータースクールの事例研究を筆者はこれまで積み重ねて
きた（高野d参照）が、本稿もその「可能性の中心」を探る研究の一つであ
る。以下のフィンの言葉を借りると、「実験室、研究開発センター」として、
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その「可能性の中心」を明らかにするということになる。
　「これらの学校がアメリカ教育全体のために、イノベーションと発見の源泉
なるかもしれない。つまり、新しい教授・学習の形態や個性的なカリキュラ
ム、学校組織化の独自性や効果的な授業の新方式を考案する、実験室
（laboratories）か、研究開発センター（research and development center）と
なるかもしれない」（Finn2006, p.160）。
　「実験室」といえば、シカゴ大学には19世紀末に創設された「デューイ実験
学校」と呼ばれる学校が存在した。同校を教師教育の観点から検討した小柳正
司によれば、学校設立の立役者であったデューイは、「教員養成のための実習
校はシカゴ大学のような大学院中心の研究大学にはふさわしくないと考え」、
「教育理論のオリジナルな研究をおこなうための実験室となるような学校でな
ければならない」（小柳p.112）と考えていた。
　デューイは「教員養成を目的とする実習学校（practice school）」（同p.151）
でなく、学校改革研究の実験室のような学校をめざしたのだ。それを現代的に
進化させれば、教職開発学校（PDS、professional development school）にな
るだろう。PDSとは、1980年代後半に、有力研究大学の学部長グループ（ホー
ムズ・グループ）が教師教育改革のために構想した学校である。
　佐藤学は、PDSの性格をこう要約する。「大学と協同して教師の専門家教育を
推進する拠点校であり、同時に大学と協同して学校改革を推進する地域の拠点
校である」（佐藤p.169）。加えて、「学校を専門家の学びの共同体に再構成する
最も有効な方法は、『教職専門開発学校』を地域に建設し、それを拠点校とし
て周辺の学校とネットワークで結合する方法である」（同p.192）と言い添える。
　NKOを含むUSSCは、佐藤がいう「協同」の域を超えて、研究大学自身が創
設し管理運営するPDSといえる。２．で紹介するように、同校の使命は、教育
専門家の学びと研究のコミュニティの拠点校である同時に、地域コミュニティ
の公立学校改革を推進する拠点校となることだ。それゆえ、この実験学校（実
験室）は、周辺の学校と競合ではなくネットワークするようにデザインされる
ことになる。
　また、後者の使命である地域学校改革の拠点校づくりは、創設以来のシカゴ
大学自体の建学理念とも重なる。潮木守一はアメリカ大学史を紹介する著書の
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中で、「シカゴ大学の新しさはどこにあったのか」と問いかける。「それは高等
教育の一大コンツェルンともいうべきもの」と答えながら、そこには「地域社
会へのサービス活動」も含まれたと語る（潮木pp.220, 221）。さらに、この
「総合デパートのような観を呈し」（同p.221）たことが、当時から「ハー
パー・バザー」（同p.223）と徒名されたと書き留めている。
　同様なことは、社会学者として著名なロバート・ベラーたちも、こう書き記
す。「学長になった…ハーパーは、新設の大学を運営するに当たって、シカゴ
市および世界に対する公務という視点を重視した」。そして「多くの教員が地
域の問題に深く関与していた。なかでも活動的であったのはデューイ自身で
あ」り、彼がハルハウスのセツルメント運動に関与し、「シカゴの公立学校制
度にも影響をもっていた」と述べている（ベラーp.160）。
　ベラーたちはそうした「教員の共同体参加」が、今日では「マルチバーシ
ティ－・カフェテリア」と揶揄される状況、つまり「どのリーサーチ・ユニ
バーシティとも変わらぬ専門化と細分化が進行した」中では、「優先課題」で
なくなったと批評する（ベラー161）。しかし、NKOを含むUCCSの存在そのも
のが、シカゴ大学が地域問題への関与（共同体参加）という伝統を受け継いて
いる証左ではなかろうか。
　筆者にとって、NKO含むUSSCを検討する第２の視点とは、上述の研究大学
と地域に根ざす実験学校とのシナジー（相乗作用）である。研究大学に限らず
とも、法人ボランタリズムを体現した高等教育機関が、地域公立学校改革にお
いて法人ボランタリズムを内包させた実験学校を創設する「可能性の中心」を
探りたい。なお、法人ボランタリズムとは、教育社会史研究者のマイケル・
カッツ（Michael B. Katz）が、史的事実から抽出した公教育組織化の理念型
だ。それは「使命感や志を同じくするボランティアが、学校創設をめざして結
社し、政府や行政機関がこの結社を学校法人として公認する」（高野e, p.95）
ことを内実とする。
　最後の第３の視点とは、上記の二つの視点とも交差するが、1988年に始まっ
たシカゴ学校改革（法及や政策、運動）のなかで、NKOを含むUCCSがどう位
置づくのかである。NKOの創設を促し可能にした法制度が二つある。1995年
の学校改革修正法（以下、95年修正法）と1996年のイリノイ州チャータース
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クール法である。どちらも州教育法（School Code）の一部を構成するが、前
者 は1988年 学 校 改 革 法（ 以 下、88年 法 ） の 修 正 で あ り、 後 者 は「27A章
（Article）チャータースクール」として立法され、1996年４月に発効した新法
である。
　95年修正法をどう捉えるか、つまり民主的地域主義（democratic localism）
を制度化した88年法から「集権化に逆戻り」（カッツら評言、小松p.346）させ
たものか、市長主導の新たなビジネス管理モデルの適用にすぎないのか、ある
いは学校が内発的にビジネス管理モデルを教育的に脱構築しうる「分権化の新
事例（new case）」（Bryk et al. p.217）なのか、その評価が分かれている。当
然、チャータースクールへの評価も95年修正法のそれと連動しており、そうし
た議論のなかでNKO創設もなされた。なお、冒頭で触れたようにUCCSは現在
４キャンパス体制となっているが、３校（キャンパス）の増設は2004年に発表
された「ルネッサンス2020」と呼ばれる、95年修正法を更に進化させた市学校
改革政策と密接に関わっている。
１．CSI関係者のシカゴ学校改革及びチャータースクールの評価
　０．の末尾で唐突に示した「分権化の新事例」とは、実はシカゴ公立学校の
改革と研究を推進する当事者が発した評言である。CSIのディレクターであっ
たアンソニー・ブライク（Anthony S. Bryk）と同センターの研究者たちが、
95年修正法を含む88年法以降の改革政策とその成果を整理し、課題を提起した
著書（2010年）の「総括と結論」である。この改革の当事者評価というべき内
容を、彼らが書中で用いた複数の「キャパシティー（capacity、「力能」）」概
念に即して整理してみたい。
　まず、「集合的社会的力能（collective social capacity）」（Bryk et al., p.217）
という点では、88年法が導入したLSC（学校理事会）は親や地域と学校の関係
を変え、理事会の校長採用権等によって、専門職の業務を中央当局の統制から
「自主的な選択（voluntary choice）」（p.216）へと変えたという。また、シカ
ゴの分権化が、学校コミュニティにおける個人間の繋がり（ties）を再組織化
し、「相互の期待を再生させ、互いの義務心（sense）を再認識させる」
（p.216）ように促したと評す。つまり、法制度の分権化が、「地域力（local 
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capacity）」（p.218）とも言い換えうるソーシャル・キャピタルを醸成させてき
たことを高く評価している（なお、「地域力」は、３．で紹介する第２の使命
の説明で申請者が用いている）。
　だが、「システム・レベルの力能」では弱く、欠落もあると課題が提起され
る。例示された問題は、改革抵抗者や問題教師（problematic teacher）を移
動・解任できる規則がないこと、地域の教育活動改善を支援し援助するシステ
ムがないこと、さらに「1996年までは、LSCが主に（primary）アカンタビリ
ティを遂行するとされるだけで、それを二次的に補完する（secondary）アカ
ンタビリティ・メカニズムがないこと」（p.217）である。
　加えて、アカンタビリティ等のメカニズムの欠陥と並んで、「組織的力能」
の無さを制度設計の失敗と指摘する。それは「パフォーマンスの改善を管理す
るシステムが効果的に働くように、問題から学ぶ」（p.221）力能である。こう
重層的にキャパシティーの実情と課題を認識し、パフォーマンスやアカンタビ
リティも重視するならば、88年法だけでなく95年修正法も取り込んで、いかに
学校改革をリ・デサインするかが課題に浮上する。
　なお、キャパシティーという観点から、アメリカの都市教育政治を分析する
研究者がいる。クラレンス・ストーンは、公的領域で多様な利害関係者の「パ
フォーマンス・レジーム」構築のために、関係者の「シビック・キャパシティ
－」とアカンタビリティの「内面化」を重視する（小松p.227、同著の第II部第
２章も参照）。マクロなレジームとミクロな力能をつなぐキャパシティー論は、
ブライクらのそれと重なる面をもつ。但し、ブライクらの重層的キャパシ
ティー認識は、両者を媒介するメゾ・レベル（組織管理運営）へも目を向けて
いる。
　さて、なぜブライクたちはNKO創設という判断に帰着したのか。それには、
彼らも深く関与してきた公立学校改革実践が抱えるメゾ及びミクロな問題を、
当事者としてどう解決するかという切実な課題が絡む。この経緯も含めて、
NKOの全貌をまとめた著書が『野心的な小学校』（2017年）である。著者は、
CSIを後継し、UCCSを管理運営しているUEIに関係する研究者たちである。
　「新しい学校を創設する決定」と題された小節には、CSIが学校改革実践で
ネットワークする公立学校（network schools）が抱える問題が、連携・支援
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者の立場から、こう率直に語られる。「ネットワーク学校の改善に対する基本
的な障害は、問題状況を変える権限（authority）がCSIに無かったことだと最
終的に判断した」（Hassrick et al., p.51）。
　その具体的な実情とは、例えば、「CSIの唱える野心的な知的活動に生徒た
ちが取り組む力がある、と校内の全教員に確信させるよう働きかけることが
（CSIに）決してできない」（p.51）。このいわば根本となる学校使命の共有化に
対する指導権限がないだけではない。「生徒と先生の学習時間を増すために、
教員の職場規範に影響を及ぼすために、更に、多くの学校で表面化している堕
落した雰囲気（sense of demoralization）を一掃するために、学事日程を再編
する権限（power）さえCSIは制約されていた」（pp.51, 52）。
　そこで、最終的にこう判断された。「新しい学校文化を創る方が、既存の学
校文化を変えるより困難ではない、とブライクは結論を出した」（p.53）、と。
新しい学校文化の創造とは、次の二つが焦点となる。一つは、教育活動の改善
ために、効果的な教育活動やリーダーシップ、生徒への知的・社会的サポート
と親の参加における「最良の実践（best practices）」を提供すること（p.53）。
二つ目は、効果的な教授学習評価ツール（STEP）や職務（リテラシーや親担
当のコーディネーター）、生徒の学びに関わるアカンタビリティや効率性、客
観情報の提供を増進させるプロセス（メカニズム）を導入することである
（p.53）。
　つまり、新文化の創造とは、メゾレベルの学校組織や管理運営に焦点化した
モデル（「最良の実践」）の創出に他ならない。確かに、メゾレベルは、マクロ
（法、政策や制度）やミクロ（個人及び個人間の行動や意識）の制約を受けつ
つ、逆に両者の実質を決定づけるカギとなる。また、既存の状況を問題と認識
したうえで、どう変えるかを実験し実証するという研究者らしい努力は、困難
校自体を改革する努力と並んで、困難克服の展望や道筋を示すという点でも重
要であろう。
　では、なぜ新設校がチャータースクールとして選択されたのか。この判断に
ついては、ブライクと共にCSIの有力メンバーとしてNKOの創設に関わり、設
立後は管理運営にリーダー（管理職）として活躍するマービン・ホフマン
（Marvin Hoffman）のコメント（ニューヨークタイムズ紙1999年１月６日付）
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を引用したい。NKOが発足まもない時期に書かれ、そのタイトルは「チャー
タースクールは脅威（Threat）ではない」である。
　彼は「市民的リバタリアン（civic libertarian）」と自称し、公立学校制度を
擁護し、政教分離原則を遵守する立場であると表明する。また、チャータース
クールやバウチャーが公立学校制度を脅かすとか、宗教団体や特殊利益集団が
公費を獲得する「トロイの木馬」だとか、という疑義の存在も記す。
　その上で、「こうした疑義は正当な関心（legitimate concerns）だとしつつ、
チャータースクールがもたらす恩恵よりも、そのリスクは少ないと見積もる
（rated）」と主張する。その恩恵とは、「公立学校のイノベーションの可能性を
奪う、多数の官僚制的制約から自由になるチャンスである」。制約である「教
員組合との協約、カリキュラム標準や教員資格、報告書作成業務などが、イノ
ベーションの可能性を挫いてきた」からである。
　つまり、チャータースクールを「毒薬」ではなく、「良薬」になる可能性に
賭けるわけだ。ブライクも同様である。１．の冒頭で紹介した著書の中で、
「民主的地域主義の不全や、中央官僚が主導する制度改革が学校現場を置き去
りにしている」ことと並べて、「チャータースクールとCMOをめぐる市場の失
敗（market failure）」（Bryk et al., p.221）も指摘していた。だが、「万能薬」
どころか「毒薬」にもなる可能性も考慮した上で、公立学校改革の当事者とし
てチャータースクールを「良薬」にする努力を選択したわけである（1）。
　なお、「万能薬」と何気なく使ってきたが、この用語はソーシャル・キャピ
タル研究で著名なロバート・パットナムから拝借した。「KIPPやハーレムチル
ドレンズゾーン（HCZ）・プロミスアカデミーなどのチャータースクールは、
貧しい子どものためによい成果を生み出してきた。しかしながら、注意深い研
究から結論づけられたことは、チャータースクールは万能薬ではなく（no 
panacea）、概して階層格差も縮めないことだ」（Putnam, p.253、訳書283）。
　更に、彼はこう言及する。「地域と学校の連携において、地域を基盤とする
グ ル ー プ が よ り 積 極 的 な 役 割 を 果 た し て、 近 隣 チ ャ ー タ ー ス ク ー ル
（neighborhood charter schools）を創設する」という両者の連携方式（アプ
ローチ）もある（Putnam, p.254、訳書284）。
　パットナムは、HCZプロミスアカデミーを「近隣チャータースクール」と
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してだけでなく、同校が人種間の学力格差も縮小させたと高く評価する。筆者
はNKOの実像を設立申請書から明らかにするが、NKOも「近隣チャータース
クール」と見なしている。なお蛇足だが、既に紹介したNKOのリーダーで
あったマービン・ホフマンは、ハーバード大学でパットナムと同窓であり、友
人であるそうだ（2015年９日２日筆者インタビュー）。ホフマンは臨床心理学
で学位（Ph.D）を取得し、ほぼ全ての学校段階で教員を経験し、研究団体の
管理職も経て、CSIに加わり、他大学の客員教授も兼務してきた経歴をもつ。
　最後に、CSI関係者のチャータースクール評価をもう一つ付け加えておく。
ウイスコンシン大学マジソン校の教授だったフレッド・ニューマン（Fred M. 
Newmann） は、NKO創 設 の 前 後、 ブ ラ イ ク た ち の 研 究 組 織（CSIと
Consortium on Chicago School Research）と研究ネットワークを構築してい
た。彼は米国の著名な社会科研究者であり、子どもの真正の学び（authentic 
intellectual work） を 提 唱 し、 そ れ を 実 現 す る「 専 門 職 コ ミ ュ ニ テ ィ
（professional community）」（Newmann, p.XIV）づくりに関する学校再生（再
建）研究（SRS, School Restructuring Study）を推進していた。
　そんな彼のSRS研究を総括した著書には、チャータースクールの事例も含ま
れている。その一事例校のまとめとして、こう記されている。「自己決定した
使命に基づき、より一貫した活動をするために、規制緩和を利用する覚悟がで
きている学校の事例である」。「チャーター（認可）は、強力な専門職コミュニ
ティを成長させてきた教職員を更に強固なものとするのに役立つ。と同時に、
教職員が教授学習の知的な質を明確にして、それを高めることにも役に立っ
た」（Newmann, p.280, 訳p.349）。
　そしてチャータースクール申請書の意義についても、次のように語る。「認
可を得るためには、州は申請書（proposal）を求めるが、その中でガバナンス
手続や授業実践、生徒の成果について記述することになる」。「論理的かつ入念
な枠組みで、申請書を記述し正当化する必要性が、学校開発の筋道を明確にす
るのに役立つ」（Newmann, p.279, 訳p.348）。
　これから２．以降において、我々が申請書を読む意味をニューマンが語って
くれているわけである。なお残念だが、この「ノート１」では、子どもの真正
な学びと学力と関わる教育プログラムに関わるNKO申請書の内容にまで立ち
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入れないことを断っておきたい。
２．NKO申請書の内容構成と「カバーシート」
　ここからは、1997年10月に、シカゴ市教育委員会のシカゴ学校改革理事会
（Chicago School Reform Board of Trustees） に 提 出 さ れ たNKOの 申 請 書
（Application）の内容を紹介していきたい。全198頁にわたる申請書は、申請
提案を表書式で要約した「カバーシート（Proposal Cover Sheet）」からはじ
まり、学校改善センターの設置者であるシカゴ大学が非営利法人でることの説
明とその証明書類（全５頁、頁数表記なし）と続く。
　その後、97年10月６日付の全28頁（頁数表記あり）にわたり、申請提案を詳
しく説明した「概要」（但し、表題は付けられていない）があり、これに10項
目の大部な「付録（Appendices）」が添付されている。「付録」は、NKOの「概
要」を補足するための資料集であり、そのAからKまでの項目名称は、以下の
通りである。
　「付録A. 生徒のリテラシー到達度指標と評価」、「付録B. リーダーシップ、
ガバナンスと社会サービスの到達度指標」、「付録C. 初級及び中級・上級リテ
ラシーの枠組み」、「付録D. 教育学習評価（STEP、Strategic Teaching and 
Evaluation of Progress）」、「付録E. 理事・教職員・学校開発・デザインチーム
の履歴・業績書」、「付録F. 教員用リテラシー到達度指標」、「付録G. 保護者の
応募要綱」、「付録H. 創設支持者の手紙」、「付録J. CSIの概要」、「付録K.シカゴ
大学の雇用保険情報」である。
　では、まず「カバーシート」の内容を具体的に紹介したい。NKOの基本情
報が一覧表として掲載されている。同校はシカゴ大学の学校改善センターが申
請者となり、新設されたチャータースクールである。完成年度の収容生徒数も
240人と小規模で、日本風に言えば幼稚園就学の前学年（Pre- K）から小・中
学校を併せた、いわば幼小中一貫校である。申請書に記載された学校名は「学
校改善センター・ノースケンウッド・チャータースクール」である（なお、申
請に際しては、名称に「チャータースクール」の語を含むことが求められた）。
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「チャータースクール申請：1997年提案カバーシート（Proposal Cover Sheet）」
提案されたチャーター
スクールの名称
学校改善センター・ノースケンウッド・チャータースクール
Center for School Improvement/North Kenwood Charter School
連絡（contact）役 マービン・ホフマン（Dr. Marvin Hoffman）
連絡役の学校・組織及
び地位（position）
共同ディレクター（Co-Director）、中級・上級リテラシー教師
（Intermediate/Upper Literacy）、学校改善センター所属
認可（charter）申請の
法人（entity）
 シカゴ大学・学校改善センター（CSI）
法人の認証保有（hold）
下記の「注」参照
□✓既にイリノイ州における非営利としての法人格あり
□イリノイ州の非営利法人となるための申請を提出
学校使命（mission）の
陳述（statement）
リテラシーと学術分野に力点をおきつつ、全ての領域において挑戦
的な学びを提供する、K-8（幼稚園から８学年まで）のチャーター
スクールの創設を我々は提案する。この学校は、学校改善に関心を
持つ教員管理職（administrators）の学習の場として役立つ、教職
開発学校（professional development school）になるつもりである。
また、当校が立地するコミュニティを再生（revitalization）させる
支援（support）と触媒（catalyst）として役立てるつもりである。
「注：（イリノイ州チャータースクール法の）規程に従い、認可状（charters）はイリノイ非
営利法人のみに授与される。もし提案申請する認証保有組織が、イリノイ州で非営利組織と
して法人化されていないなら、審査されるチャーター認可申請のために法人化の申請を提出
しなければならない。」
（筆者注記：連絡役の住所、電話番号、ファックス番号の欄は省略した）
「カバーシート（続）」（２枚目）
設置形態はどちらか X　新設のチャータースクール
　 シカゴ公立学校（CPS）の転換（conversion）
契約更新の期間 ３年：　　　４年：　　　X５年：
申請された 
学校施設住所
セントジェームズ統一メソジスト教会
St. James United Methodist Church
施設の現在乃至以前の
利用形態
教育用建物（education building）
1998学年度（1998－99）
の設置学年（grade）
Pre-K（幼稚園入学前園児）、K（幼稚園生）、１（１年生）、
５（５年生）
1998年度収容児童数 115人
完成収容能力（full 
capacity）の設置学年
pre-kから８学年生まで
完成年度の予定：2001年
完成収容児童数 240人、2001年
1998年開設（start-up）
予算の見積
109,755ドル
1998学年度運営
（operating）予算の見積
731,465ドル
申請の期限：1997年10月６日午後５時
提出先：市教委のシカゴ学校改革理事会（Chicago School Reform Board of Trustees）
（筆者注記：予備施設の住所及び現乃至以前の利用形態の項目は空欄で省略した）
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　以上が、「カバーシート」の記載内容であるが、まずCSI（学校改善セン
ター）の設置者であるシカゴ大学が非営利法人格を有することを、申請書類に
即して確認しておきたい。シカゴ大学理事会（the Board of Trustees of THE 
UNIVERSITY OF CHICAGO）の秘書官は、1951年10月や1970年10月の内国
税収入庁からの通知を添付しながら、同大学が連邦所得税の適用を免れる法人
（corporation）であり、内国税規定509（a）が定義する私的財団（private 
foundation）ではないことを証明していた。
　「カバーシート」に戻って、次の３．で詳しく内実を紹介するNKOの「使
命」に関する記述を紹介したい。同シートにはNKOが、次の三つの使命を有す
ると申告されている。まず、「リテラシーと学術分野に力点をおきつつ、全て
の領域において挑戦的な学びを提供する」という使命であり、これはNKO概要
の「II．教育プログラム」で具体的な内容が開陳される。ついで、教職開発学
校（professional development school）という使命が、同概要の「I．使命」に
おいて「我々の独自性」として強調される。三つ目の「コミュニティ再生への
支援と触媒」という使命は、概要の「III．生徒の募集と選考」と「IV．学校と
コミュニティの関係」において提案されることになる。
３．NKOの三つの使命
　さて「概要」は、14項目にわたり、NKOの全貌を説明する申請書の中核部
分である。その内容は、「I．使命」から始まり、次いで「II．教育プログラ
ム」の全体像が詳細に示され、「III．生徒の募集と選考」と続き、最後に
「XIII．予算」と「XIV．学校施設」の賃貸契約について説明して終わる（2）。
　「使命」の項では、２．の末尾で触れた三つの使命が、以下のように具体的
に解説される。まず、「目的と中心目標」と小見出しを付けられ、第１の使命
が「全ての生徒を知的（アカデミックな）経験に挑戦させるように不断の責務
（commitment）を果たす、新設ないし既設の学校にとってのモデルとなる学
校を、シカゴの子どもたちのために創設すること」（page 1, 以下p.1と表記）
と概括される。「知的経験」への責務とは「高い質のリテラシーの教授・学習
であり、数学、科学と社会科という子どもの全人的教育（total education）の
基礎的部分にも、同様に挑戦する仕事である」（p.1）という意味である。
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　そして、「各教科領域の活動では、諸学問（arts）の重視を徹底させ、生徒
の学習を拡張する結果を生み出す教育テクノロジーも活用する」。同時に、「学
習は、生徒、教師、親がそれぞれの責任を果たし、他者を尊敬しケアするコ
ミュニティの中で促進される」。そこで、「知識豊かな生徒であると同時に、活
動的で道徳的な市民を産み出すように、学校文化の創造に努める」（p.1）こと
が目標に掲げられる。
　こうして第１の使命が、“教え・学びとケアのコミュニティ”のモデル校（実
験学校）の創造という目標として設定される。この使命は、「II．教育プログ
ラム」において、教育プログラム及びサービス、生徒評価とアカンタビリティ
等に分節化されて、より具体的に解説されることになる。
　次に、第２の使命である「CSIネットワーク内部に置かれた教職開発学校」
の創造は、「我々の独自性」であると表明される。「我々の学校は、地理的なコ
ミュニティにだけでなく、より広範囲の専門職コミュニティにも奉仕したい」
ので、「現在CSIが支援する七つのシカゴ公立学校のネットワークと連携した
教職開発学校を構想している」（p.1）というのである。具体的に「学校開発プ
ロセス」と見なさせる諸要素は、次の６点だ。
　「教職員と保護者のリーダーシップ能力の向上」、「学校の諸委員会（学校理
事会LSC、教員助言委員会PPAC等）の強化」（3）、「学校が諸コミュニティの
ニーズに応答的で自律的に対応（self-guided）できるようになること」、「知的
努力を支える学校に対して、地域コミュニティで活用できるすべての社会的支
援を行うこと」、「専門職コミュニティを成長させ、教授・学習を向上させ、す
べての生徒が最高の知的達成を成し遂げるように、専門的な熟練（expertise）
と実践を開発すること」、そして、「評価とアカンタビリティを活性化させ、意
思決定を民主的に、かつデータに基づき戦略的に行い、生徒のニーズに焦点化
させうる地域力（local capacity）を構築すること」である（p.1-2）。
　教職開発学校は、「医学トレーニングをする研修病院（teaching hospital）」
と同様な役割を担うと述べながら、「実践者が、指導を受けながら観察、実践、
省察することを許された条件下で、技能（craft）を学ぶ機会」（p.2）と捉えら
れている。その上で、チャータースクールでもある教職開発学校を、こう位置
づける。「公立学校のネットワークの内部にチャータースクールを埋め込むこ
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と（embedding）によって、チャータースクール運動への批判者が恐れてきた
ように、自らを公教育から分離するのではなく、公教育を改善することに寄与
（commitment）させることを再確認する」（p.2）、と。
　さらに、「ここ８年間のCSIの実績」を踏まえて、その未来はこう展望され
る。「新設あるいは既存のリ・デザインされた学校を創造することに関心を有
する、有能な学校開発者（developers）、即ち教員と学校管理職のチームを養
成する、新しい独自なプログラムを提供する場となりたい」（p.2）。また、「シ
カゴ大学近郊の学部学生が、チューターとしてボランティアできて、その学生
たちとシカゴ大学・チャータースクールの生徒たちに有益な地域サービス活動
を提供する場としても活用したい」（p.2）、と。NKOとその後のUCCSが、教
職開発学校であると同時に、学生教育の場としても役割を担う学校であること
が志向されているのである。
　さて、第３の使命は、「使命」の項において、「仕えるべき対象生徒
（Population）と地域」と小見出しをつけられ、次のように解説される。「再生
と再活性化の過程に現在あるノースケンウッド・オークランド地域に住む子ど
もたちを、主たる入学対象者と見なしている。現に在住する家族と近い将来こ
の地域に加わる家族にとって、質の高い教育の選択肢の一つを提供することに
よって、我々の学校が地域の再活性化において重要な役割を果たしうると確信
する」（p.1）。
　「結果として、経済的にも社会的にも多様な生徒集団となるだろうし、それ
は市全体の生徒人口構成の典型であり、地域社会の人口構成の反映でもある」
（p.1）と、想定される。こうした想定の背後には、「（州チャータースクール）
法に従い、シカゴ市に住むすべての子どもに学校は開かれたものになるだろ
う」（p.1）、と法的制約の存在も示唆している。
　すでに２．の末尾で触れたように、この「地域再生の触媒」となる使命は、
「III．生徒の募集と選考」と「IV．学校とコミュニティの関係」の項で、より
具体化される。生徒の人口構成では「多様性（diverse）」が志向され、こう表
明される。「学校が立地する地域はアフリカ系アメリカ人が支配的な人口構成
であるが、我々はすべての人種や背景を持つ志願者を募集したいし、それらの
人々を引きつける誠実な努力をするように広報したい」。「新しい住宅所有者が
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地域に既に住む家族に加わり、学校がこの両者を結びつける触媒（vehicle）
となりうる」（p.8）と、強調される。
　ここには、いわゆるジェントリフィケーション（中産階層の地域への流入や
回帰とそれに伴う住宅地価の上昇）を直ちに否定するのではなく、これを巧み
に使いこなそうとする発想がある。一般にジェントリフィケーションという言
説には、旧住民の「追い出し」効果を強調する傾向がある。だか、NKOとい
うチャータースクールを新旧住民のシナジー効果を生じさせる「触媒」として
位置づける戦略が、NKO申請者にはある。
　そこで、生徒募集の優先順位が明示される。「第１に優先されるのは、学校
に強固な地域基盤をつくるノースケンウッド・オークランドという地理的区域
における募集である」。この募集は、近隣教会や地域組織を通じて、また、近
隣の保育園やデイケア、就学前プログラム、そして幼・小学年で収容能力を超
える在籍希望者がいる公立学校（Ariel School）との協力関係を通じて、さら
には近隣の公園区（パーク・ディストリクト）内の保護者向けて実施される
（p.8）。
　その上で、「地域を越えた募集」がなされるが、それは大学病院関係者のよ
うなシカゴ大学の被雇用者が想定されている。彼らこそ幅広い多様な人種的、
文化的、経済的多様性に富んでおり、その被雇用者にとっても学校が病院に近
接（proximity）し、他の市域に住む親が子どもを送り迎えする利便性をもつ
し、放課後プログラムは働く親たちにとって魅力的なのである。
　州チャータースクール法でシカゴ市全域を募集対象にせざるを得ない制約下
にあって、職場の近接性（地域性）と多様性をうまくブレンドしようと図る工
夫が見られる。これはNKOの特殊で有利な条件だという指摘が聞こえてきそ
うだが、制約条件を踏まえて、地域性と多様性のシナジーをどうデザインする
か、イノベーターである申請者はまさに問われるのである。なお、入学者の選
考は抽選であるが、その前段階で学校の方針（philosophy）と保護者への期待
を話し合う、情報交換会と保護者面談が用意されることにも留意したい。
　では最後に「V．学校とコミュニティの関係」の項を見ておこう。地理的お
よび専門職のコミュニティからの支持は、NKOの第３の使命とされる「地域
再生の触媒」となるための前提条件に他ならない。地理的コミュニティの中に
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立地する前出の公立学校（Ariel School）の教職員と理事会メンバーとは面談
し支持を受け、建物の賃貸契約を結んだ教会理事たちとも面会して地域再活性
化の連携を確認したほか、地域再活性化のファンドや地域組織とも面談して、
彼らの支持も取り付けている。
　その結果、地区選出の市会議員や公園区のディレクターもふくめて、地域コ
ミュニティの代表者たち（ディレクターや議長など）からの設立を支持の手紙
も「付録H」として添付することができた。なお、「付録G」として、近隣に住
む保護者の支持請願（Petitions）の名簿（111名分）も添付されている。
　後者の専門職コミュニティは、CSIと連携するシカゴの公立学校ネットワー
クであり、教職開発プログラムの一端を担うことになるが、チャータースクー
ルの存在はその役割を拡張することを可能にする。七つのネットワーク校の校
長からNKO設立を支持する手紙が寄せられ、「付録H」に収録されている。
４．NKOの組織体制：理事会・デザインチーム・教職員
　本稿（研究ノート１）における「概要」紹介の最後に、NKOの使命を実現
するための組織体制について、「V．ガバナンス」と「VI．マネジメントとア
ドミニストレーション」の項を中心に整理しておく。なお、その組織体制に
よってガバナンスとマネジメントされる、中核的な対象領域である「II．教育
プログラム」と、これに連動する「VII．学校評価とアカンタビリティ」は、
紙幅も尽きてきたので次稿回しにしたい。
　認可契約を５年と申請するNKOは、最初の４年間を「創設（start-up）」の
「第１期（first phase）」と名付け、第１期の当初３年間を「暫定期（interim 
period）」や「初期段階（initial stage）」と位置づける。この「暫定」期のガバ
ナンスを担う組織が、理事会（Board of Directors）、「学校開発・デザイン
チーム」（以下、デザインチーム）、「保護者・地域助言グループ（Advisory 
Group）」の３者である。その共通の任務は、「３年後の初期段階の終わりに
は、恒常的なガバナンス体制を実現するよう支援すること」（p.9）である。
　理事会は、CSI、シカゴ大学、地域という三つの異分野の組織代表から構成
さ れ る。 そ の 責 務 は、「 財 務 監 査（oversight）、 質 の プ ロ グ ラ ム 評 価
（programmatic quality reviews）、州チャータースクール法に基づくアカンタ
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ビリティ」（p.9）の遂行である。つまり、１．で紹介した「シビック・キャパ
シティー」を理事会内で行使する責務が課される。ただし、当初４年間におい
ては、理事会は全ての学校プログラム開発を管理監督（overseeing）するデ゛
ザインチームに、その責務や権限を委任すると限定されることにされた。これ
は、95年修正法によって市の中央教育行政組織に設置された「学校改革理事会」
に類似した組織といえる。
　その３分野の代表者の氏名と役職は、次の通り。大学代表は、H. Webber（地
域連携担当副学長Vice President for Community Relations）、R. Saller（社会
科学部門学部長Dean of Division of Social Sciences）、D. Richardson（近隣連
携Neighborhood relationsディレクター）の３名。CSIからの代表は、ブライク
（CSIディレクター）とS. Spurlark（CSI・学校・リーダーシップ開発プログラ
ムの共同ディレクター）の２名。地域代表は、S. J. Newsome （ノースケンウッ
ド・オークランド地域保護協議会議長）とK Smith（シカゴ神学校Chicago 
Theological Seminary校長）の２名である（p.10）。
　「付録E」には、理事、デザインチーム、学校創設の企画実務をになう教職
員の履歴書と業績書が収録されている。ブライクは紹介済なので、それ以外の
理事たちの経歴を簡単に紹介する。Webberは大学管理行政（財務・人事・行
政全般）の管理職を歴任しているが、社会サービス行政大学院でも教鞭
（Senior Lecturer） を と る。Sallerは ロ ー マ 古 代 史・ 哲 学 の 教 授 で あ る。
Richardsonは、シカゴ公立学校の教員経験者（小中学校、数学，校長免許取得
済）で、シカゴ大学では地域との連携・サービス部門を担当してきた。
　CSIのSpurlarkは、シカゴ公立学校で教員から校長になり、当時はCSIの他、
教育学科の講師（Lecturer）でもある。彼女は、公私立学校の理事や市教育行
政（Chicago School Finance Authority）への関与など、教育分野の活動も旺
盛。Newsomeは裁判所の速記官から管理職へという経歴をもち、地域保護・
警察関係等の活動もおこなう。Smithは神学校の校長であり、多数の大学から
名誉博士号を授与されている。
　以上、理事たちを簡単に紹介したが、職権代表というだけでなく、いずれも
学校や地域を熟知する教職経験者や有識者である。市中央の「学校改革理事
会」は企業モードで動くと批判されるが、NKO理事会は教育や地域の管理に
もう一つのシカゴ大学実験学校としてのNKO　163
精通する「力能」により人選されている。
　次に、NKO創設にリーダーシップを発揮すべきデザインチームとはいかな
るものか。デザインチームは、CSIのスタッフとネットワーク所属者、その他
の専門家から構成される９名である。申請時点で確定したチームメンバーは、
理事会からSpurlark理事、それに「学校の管理運営と教育プログラム開発に責
任を共有する」（p.9）リーダー教員（teacher-leaders、日本風にいえば管理職
教員）の代表。該当者は、１．の後半で経歴を紹介し、「カバーシート」の連
絡役欄に登載されているホフマンである。
　さらに、「付録E」を見ると、「リーダーシップ・ガバナンス担当代表
（Leadership/Governance Representative）」としてCSIリーダーシップ開発
ディレクター、「リテラシー担当代表」としてCSIネットワークのオハイオ州
立大学教授、「ソーシャルサービス担当代表」として校長経験者でSCIアソシ
エイト、それに「財務担当代表」として小規模創業企業の財務担当者経験を持
つ投資家（investor）の計４名も登載されている。
　創設期の全プログラム開発に責任を持つデザインチームは、「学校の年配教
職員と密接に協働し、彼らの職務のアイデアと専門的知識の源泉となる役割が
ある」（p.9）。具体的な責務には、３者共通のもののほか、「学校のプログラム
開発においてリーダー教員を管理し助言すること」（p.10）も規定されている。
　95年修正法では、市中央行政に「企業スタイルの管理ティーム」（小松
p.324）が設置された。デザインチームは形態や職責はこれに類似する。だが、
NKO理事会と同様に多様性をもたされ、教育や地域の管理における専門性や
「力能」を重視した布陣にされている。
　ガバナンスの一翼を担う「保護者・地域助言グループ（Advisory Group）」
は、３者共通の責務の他、「学校の中での親と地域の役割に関係する問題につ
いてデザインチームに助言し、学校の新しい学年の生徒募集を支援する」
（p.9）。ということは、NKOの初期ガバナンスにおいて保護者の権限は相対的
に小さく、地位も高いとはいえない。相対的にというのは、1988年シカゴ学校
改革法の理念を具現化する組織としてLSC（学校理事会）が設置されたが、保
護者が理事会の過半数を占め、かつ理事として校長の人事や学校評価の権限も
分有することと比較してという意味である。
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　さて、「VI. マネジメントとアドミニストレーション」の項から、教職員の
構成と雇用条件等、それに教員の「パフォーマンス評価（Performance 
evaluation）」について言及しておきたい。まず、初年度の常勤の教員（教諭）
は３名で、これにリーダー教員（管理職教員）の２名とPre-Kの助手１名も加
わり、計６名の構成である（p.11）。
　 管 理 職 教 員 の 二 人 は、 こ れ ま でCSIの「 リ テ ラ シ ー 教 育 改 善 戦 略
（Initiative）」に関与し、同リテラシー教育プログラムの企画及び実施において
能力を示してきた実力者である共に日常の学校運営に責任を持つ。その上で、
ホフマンが「連絡役」として対外的な折衝を受け持ち、もう一人（Bradley）
が内部の運営を管理する分担がなされている。彼らは財政面では理事会に、ま
た教育プログラムではデザインチームに説明責任を負う（p.11）。
　その他の教職員は非常勤ないしは常勤のコンサルタントとして雇用される。
特別支援教育の教員（resource teachers）や現業職員、看護師、「ソーシャ
ル・サービス・チーム」や社会福祉インターン、経営・財務コンサルタントで
ある（p.11）。注目すべきは、「付録E」（教職員履歴・業績書）に、CSIから派
遣された研究職のスタッフが５名も登載されていることである。NKOは単な
る実験学校ではなく、後に「小括」でも触れる「実証研究校（demonstration 
school）」を志向していることが、この職員構成から窺い知れる。
　なお、「教職員の構造は進化するが、当初はリーダー教員（管理職）の手に、
より直接的な強い意思決定の権限がある構造にする」（p.11）と明記される。
もっとも「学校組織と日常運営が軌道に乗れば、意思決定はより協働的
（collaborative）なモデルに移行するだろう」と想定されている。だが、「新設
学校研究からの証拠（evidence）」として、「教職員権限の共有（shared staff 
power）を急ぎすぎると、学校開発の初期段階では活力を与えるよりも、権限
の麻痺を起こしてしまう」（p.11）という判断が働いている。
　ここには、創設の初期には、理事会や保護者の権限が相対的に小さく設定さ
れることと併せて、理念先行ではなく、事実（証拠）を踏まえてリアルに組織
構築する戦略が見て取れる。なお、この戦略が実際どう機能したか、また、教
職員も含めた学校当事者の権限の分散や共有がその後どう進んだかは、今後の
重要な検証課題の一つになろう。
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　さて、教職員の雇用については、デザインチームの助言と承認のもとで、
リーダー教員が責任をもつ。教員雇用で優先的な判断材料になるのは、CSI
ネットワークに属し、CSIの理念や考え方のトレーニングも受けてきたことで
ある（p.11）。というのも、１．の前半で紹介したが、「使命の共有化」がCSI
の学校改革ネットワークの大きな弱点と自覚されていたからである。また、
ニューマンも、１．の末尾で触れたが、「自己決定した使命」の重要性を指摘
していた。
　当然、使命の共有化とその具現化はその後（雇用後）も必須とされる。申請
書にも「全ての教職員が、専門業務の開発に教授者と学習者の両面で参加する
ことが期待され」、「生徒や親も含めて、全ての参加者が学習者である専門職コ
ミュニティに学校をするように関与すること」（p.12）と記される。それも
あって、勤務日はシカゴ公立学校よりも少し多くなることが雇用契約で求めら
れる（なお、午前８時から午後４時半が１日の労働時間）。給与はシカゴ公立
学校給与表に準拠するが、専門職能開発や夏期業務（次年度企画や生徒のサ
マーワーク）のための勤務には、追加報酬が当然支払われることになる。
　さらに注目すべきは、教員にも「生徒と学校全体の特定領域についてパ
フォーマンスを測定する指標（ベンチマーク）を設定するのと同様に」
（p.12）、パフォーマンス評価（自己評価と同僚評価）を実施することだ。「付
録F」に「リテラシー教育の教員指導指標」の草案（Draft）が所収されてい
る。同草案は「教師：自己と生徒のリテラシー学習評価する専門職コミュニ
ティの能動的・反省的メンバー」と題され、「初期段階１と２」、「重要な組織
的変化３」、「高度な発展４」という４段階の進度が設定されている。
　具体的なベンチマークは５項目ある。「教師が教室、学校、学外ネットワー
クで、読者と作者のコミュニティに積極的に参加する」、「生徒の活動の綿密な
観察と適切な評価を踏まえて授業をしている」、「個別、小集団、クラス全体を
使いリテラシー学習を指導している」、「メンターや同僚的活動、自己省察を基
礎に教育実践を洗練させる」、「学年や教科を横断した学習のために共通の言語
や哲学を共有する」。なお、こうしたパフォーマンス評価の指標案は、「学校全
体の特定領域」のリーダーシップ、ガバナンス、ソーシャルサービスでも作成
されている（「付録B」）。
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　ところで、95年修正法でも導入された「ニュー・アカンタビリティー」では、
「継続的教育改善戦略」において「州の定めた基準ないしはベンチマークに依
拠する」（小松p.316）ことになっていた。これに対して、NKO創設者たちは自
発的に生徒の学習進度や教員指導の指標をはじめ、学校全体の広範囲のベンチ
マークづくりを志向する。これは一見、95年修正法の新たなビジネス管理モデ
ルへの追随と見えるかもむしれない。だが、筆者には他律的、外発的に導入さ
れる学力達成度等の量的なパフォーマンス指標を、教育的かつ質的に組み替え
る（脱構築する）、内発的な試みに映る。
小括
　以上で本稿を閉じることにしたいが、研究ノートというより読書ノートに近い
類いのものとなった。このノートでは、研究の視点としてNKOやUCCSを取り
上げる意義を提示し、申請書の読解を通じて学校デザインを紹介してきた。紹
介は申請書の内容構成を簡単に示すことから始め、次いで使命というメタ（上
位）・デザインを取り上げ、これを実践する組織デザインの読解で終わっている。
　重要な学校デザインの構成部分である「教育プロクラム」や「学校評価とア
カンタビリティ」の項は紹介できていない。これについては「ノート２」とし
て近く公表する予定である。しかし、NKO 創設の中心になったCSI関係者が
当事者として、95年修正法さえ「分権化の新事例」と捉え直し、ビジネス管理
モデルを教育的に脱構築するプラットフォーム（実験学校）づくりを試みた実
像は、読者に伝わったのではなかろうか。
　筆者はかつて、リチャード・エルモアの「内部（internal）アカンタビリ
ティ」論を批判的に受けとめ、実在する「パイロット・スクール（先導的実験
校）」を示して、「アカンタビリティー定義権」なる概念を提起したことがある
（高野c、pp.386, 387）。NKOを含むUCCSも、そうした定義権を事実上（デファ
クトで）行使しようとする実験学校の一つに他ならない。
　しかも、この実験学校は、CSIやUEIという大学の研究機関が、設立や管理
運営のみならず、実証研究し『野心的な小学校』等で結果を公表する「実証研
究校」でもあった。NKOやUCCSはチャータースクールとしてだけでなく、研
究大学が公立学校改革に果たす役割においても「可能性の中心」を内包する。
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なお、「実証研究校（demonstration school）」とは、市教育委員会も95年修正
法で改革の検証作業を実施することになったが、そんな外部評価（検証）プロ
ジェクトの一つの報告書なかで用いられた言葉である（Lin, p.3）。NKOリー
ダーのホウマンもプロジェクトの一員であり、NKOも検証対象校の一つであっ
た（Lin, p.13）。
　さらにいえば、筆者は、全米の動きのなかで95年修正法以降のシカゴ学校改
革政策を位置づける試みをしたことがある（高野b等参照）。そんな鳥瞰的な
視点も組み込んで、NKOやUCCS研究をする必要が今後あるだろう。最後に、
筆者の来訪に快く対応し、NKOを含むUCCSの大部な申請書コピーを後日送付
してくださったシカゴ市教育委員会（Chicago Public Schools）の担当部局
（Office of New Schools）の職員の皆様に感謝を述べて終わりたい。
［注］
（1）更に、UEIのディレクターであるノウルズ（Tim Knowles）も同様であ
る。共著で書かれた論文タイトル名である「期待と危険」が、端的にそ
の立場を物語っている（Payne C. & Knowles, T., Promise and Peril: 
Charter Schools, Urban School Reform, and the Obama Administration, 
Harvard Educational Review, Vol.79, No.2, 2009)。
（2）申請書の全容、つまり各文書名とその細目（項）は次の通り。
０．申請書タイトル（表紙）：
Proposal for Center for School Improvement/North Kenwood 
Charter School
Center for School Improvement, October 1997
Submitted to: The Chicago School Reform Board of Trustees
１．「カバーシート」
CHARTER SCHOOL APPLICATION 1997 Proposal Cover Sheet
Cover Sheet (Cont’d)
２．シカゴ大学の法人格の証明書類
CERTIFICATE, Secretary of the Board of Trustees of THE 
University of CHICAGO
(Letter from) Deputy Commissioner, U.S. TRESURY DEPARTMENT
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 (to) The University of Chicago OCT 25 1951
(Letter from) District Director, Internal Revenue Service, Department 
of the Treasury
 (to) The University of Chicago May 26, 1971
(Letter from) Chief, Rulings Section Exempt Organizations Branch, 
Internal Revenue Service, Department of the Treasury (to) The 
University of Chicago 10-20-(19)70
３．「概要」（文書名表記なし）
I. Mission, II. Educational Program, III. Student Recruitment and 
Enrollment
IV. Relationship of School to the Community, V. Governance
VI. Management and Administration, VII. School Evaluation and 
Accountability
VIII. Additional School Management Issues, IX. Evidence of Support 
for the New School
XII. Term of Charter, XIII. Budget, XIV. Facilities
４．「付録」（本文に翻訳済み、Iはなし）
A. Literacy Benchmarks - Students, Classrooms, Assessment
B. Benchmarks - Leadership and Governance, Social Service
C. Primary and Intermediate/Upper Literacy Frameworks
D. Description of STEP Assessment
E. Biographies - Board, Planning Staff/(Future) School Staff
F. Literacy Benchmarks - Teachers
G. Parent Petitions
H. Letter of Support
J. CSI Description
K. Insurance Information - University of Chicago
（3）LSCとPPACについては、高野a（119-125頁）を参照。なお、LSCには、
「学校委員会」や「学校協議会」という和訳も存在する。また、PPACも
含めて、筆者の過去の論考で使用した和訳を、シカゴ改革研究等の進展
を踏まえて若干変更した。
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ABSTRACT
A Case Study of North Kenwood/Oakland 
Charter School (NKO) as Another 
Laboratory School of The University of 
Chicago: Note 1
Ryoichi TAKANO
　This paper is a case study of charter schools in the United States that are 
controversial and unique within the education system. They are embodied 
the ideal type of ‘corporate voluntarism’ which Michael B. Katz abstracted 
from the history of American education.
　The case school is named North Kenwood/Oakland Charter School (NKO), 
which the Center for School Improvement (CSI) in The University of Chicago 
started up in 1998 and has managed and administrated since then. NKO is 
now one of the four campuses of University of Chicago Charter School 
(UCCS).
　This case study is mainly the aim and goal to analyze and understand the 
proposal for establishing a school whose title is Proposal for Center For 
School Improvement/North Kenwood Charter School, written and applied in 
1997. In the Note 1 I was focusing on its sections written on mission and 
organization.
　The interim conclusion is as followed:
　　1． NKO is a kind of laboratory school and demonstration school.
　　2． NKO is, on the proposal, a school for professional development school.
　　3． NKO is embodied “new case of decentralization” whose concept CSI 
researchers defined to evaluate the Chicago school reform since 1995.
　　4． Some charter schools like NKO/UCCS are ‘good medicine’ (neither 
‘panacea’ nor ‘poison’) for teaching and learning among students, 
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teachers and community.
Keywords: charter school, corporate voluntarism, laboratory school, 
professional development school, decentralization, proposal for school, 
mission, organization
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